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序章　企業間システムとイノベーション
ー国際比較から－
東北大学大学院経済学研究科
川端　望
Ⅰ　はじめに
本書は、2006－2007年度科学研究費補助金（基盤研究〔C〕一般）を受けて実施した「イ
ノベーション創出に向けた企業間システム再編成に関する研究」の最終報告書である。
本研究は、日本企業がグローバルな競争力を維持するためには、グローバルなサプライ・
チェーンの内部に、自らを刷新し続けるイノベーション創出機能が備わっていなければな
らず、この機能の中核部分を担うことが、日本国内の開発・生産拠点の存在意義であろう
との問題意識から出発した。
その際念頭に置いていたのは、一方では、これまで日本においてイノベーション創出を
促してきたと言われる巨大企業間の設備投資競争やメーカー・サプライヤーの長期継続取
引といった企業間関係が、必ずしもうまく機能しなくなっているのではないかということ
であった。また他方では、産学連携による地域からのイノベーション創出、国内市場の高
度な需要に刺激された開発・マーケテイングと海外の低コスト生産拠点を柔軟に結合する
グローバル・サプライチェーンなど、従来とは異なるタイプの、あるいは従来よりもいっ
そう進化した企業間システムが生成していると思われたことであった。
こうして、日本企業を取り巻く企業間システムの世代交代的な新展開と、それがイノベ
ーションを誘発する構造を、ケース・スタディを通じて検証することを目的として研究を
行ったのである。
この序章では、研究の上で重要であった論点を紹介し、これを踏まえて各章の内容と相
互関係について見取り図を示しておきたい。
ⅠⅠ　国際比較を通した企業間システム研究
1企業間関係とイノベーション
本研究が対象としたのは、開発・生産・販売のための企業間システムであり、それがイ
ノベーションを刺激する関係である。
市場経済における企業間関係の基本形態は価格メカニズムを通した競争である。競争を
通して経済効率が向上することは、経済学の常識中の常識であるかのように見える。しか
し、少し立ち入ってみるならば、市場競争に刺激された行動と言っても、各経済主体が価
格シグナルに従い、所与の技術と選好のもとで合理的にふるまうことと、技術や組織の変
革に立ち向かうこととでは意味が異なる。シュムベーターが論じたように、各経済主体が
価格シグナルに従い、所与の技術と選好のもとで合理的に行動するならば、それは均衡を
もたらすものではあっても、経済発展をもたらすものではない。経済発展は生産要素の結
合方式が変革され市場に不均衡が起きることによって生じる（Schumpeterl1926］）。この新
結合が今日広くイノベーションと呼ばれる現象の基礎的規定である。イノベーションを起
こす行動は、市場のシグナルに従順に従う行動と区別されて企業者行動と呼ばれる。企業
者行動を促進する要因は様々であり得るが、本研究は、この促進要因として企業間関係を
重視する視角を取っているわけである。
イノベーションを促す企業間関係が、価格シグナルのみに基づく競争や、その下でのス
ポット的な取引関係ではないことは明らかである。実際、現代の企業間関係は、価格・非
価格の多様な競争関係、提携関係、継続的・相対的な取引関係など多様な様相を見せてい
る。さらにクラスター論に見られるように（Porter【1998］）、研究機関、大学、支援サービ
ス機関、専門家集団、金融機関などが柔軟に関係を取り結ぶ現象が注目されている。本研
究で企業間システムと言う場合は、営利企業以外の組織間関係も含めて考えている。
2　システムかネットワークか
本研究が対象とするのは、広く言えば価格シグナルのみに依存したスポット取引でない
ような企業間取引によって構成され、一定の機能を果たすしくみである。こうしたしくみ
を包括的にいいあらわす概念としては、「システム」または「ネットワーク」が考えられる。
これらの概念はいずれも複数の要素が関係しあって一定の機能を果たすことを指すもので
ある。また、いずれも継続性が合意されるために、nOnarm，slengthな関係を表現しやすい1。
ただし、それぞれ独自のニュアンスを伴っている。ここで概念的な議論を詳しく行う余裕
はないが、二つの用語のニュアンスの違いから来る誤解を避けるために、最小限の検討を
行おう。
「システム」を社会科学で用いる場合、何らかの目的を想定し、目的に向かって諸要素
が結びつき、所定の機能を果たすかどうかを基準として分析を行う概念とされやすい。想
定される基準が明確であるために、取引関係を整合的にとらえるために有効な概念である。
事前の目的設定と計画をもとにしたイノベーションの発生を取り扱うのに適していると言
1例えばBorruS，ErnstandHaggardl2000】では、サプライ・チェーンにおけるnonarm’slengthな取引関
係を、企業内取引も企業間取引も含めて「ネットワーク」の概念でとらえている。
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える。しかし、取引参加者は、もともと同一の目的を持って取引関係を結ぶわけではない。
むしろ、それぞれの利害に応じて異なる目的を持っており、それが市場や内部組織などの
取引関係を通して結果として一定の機能を果たす関係にある。このため、「システム」概念
を狭く、目的に対して要素が奉仕するかどうかという観点だけで用いると、創発的な現象
や、意図せざる結果を有意義なものとして取り扱いにくくなる。
一方、「ネットワーク」を社会科学で用いる場合、「システム」に比べると、目的よりも
関係が先行するニュアンスが強い。何らかの原理による関係が先行して形成され、結果と
して何らかの機能を果たし、それが事後的に見て一定の目的に適っているようにも見える
という連関をも包含する。したがって、先行して形成される関係に目的が明確にあるとし
ても、結果として果たされる機能は、当初の関係とは別の目的に適い、かつ有意義である
といった連関をも包含することができる。こうした連関は、「システム」よりも結合・分離
が容易な、緩やかな関係でありうるだろう。この他、「ネットワーク」の方が、言語的コミ
ュニケーションが密接であること、何らかの協力的契機が含まれていることを合意しやす
い。こうした「ネットワーク」概念は、創発的なイノベーションを取り扱うのに適してい
る。しかし、こうしたニュアンスは制約ともなる。社会科学における「ネットワーク」の
概念は、事前に設定された目的への奉仕や階層組織における指示・命令関係と対立的に用
いられやすいために、そうした性質を持つしくみを分析する際にはかえって違和感をもた
らしやすいのである。
本研究の対象で言えば、中核となる大企業が明確に存在した上で、この企業の開発や生
産の目的に別して企業間関係をみる鉄鋼業や自動車産業の場合には、「システム」と呼ぶ方
が適当であろう。それに比べると、産地における多様な企業や機関の関係や産学連携は、
「ネットワーク」の方がとらえやすいかもしれない。しかし、「ネットワーク」にも階層的
で、一方が他方の目的に奉仕させられる関係を伴ったものがある。第1章では、繊維産業
の産地の企業間関係について「ネットワーク」概念で捉えているが、この「ネットワーク」
には階層的な関係を含むことを明示ししている。また産学連携の場合は、ベンチャー企業
創出という大きな目的に照らしてしくみが評価されるという意味では「システム」と言え
るのであり、実際に第2章では産学連携のしくみ全体を「イノベーション・システム」と
呼んだ上で、下位の関係について対象に応じて「ネットワーク」とも呼んでいる。
以上のように、広くnonm，slengthな取引関係を分析しようとする際に、「システム」「ネ
ットワーク」の概念はいずれも一長一短であり、分析視角の相違によって選択されるべき
性質のものである。ここでは、一応の総括的概念として企業間システムの概念を採用する。
その理由は、本研究が「イノベーションを誘発する」という目的を想定して企業間関係を
分析していることから、「システム」概念の方がニュアンスに関する誤解を招くおそれが少
ないと考えられるからである。その上で、「ネットワーク」概念の有効性を排除せず、各章
では用語は執筆者の判断に委ねている。
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3　産業別・分野別国際比較という切り口
本研究の最終目的は日本企業をめぐる企業間システムがどのような特質を持っているか、
そこに今日どのような変化が見られるか、従来のシステムと新たなシステムはイノベーシ
ョンを誘発する機能を果たしているかどうかを検証することである。これを明らかにする
ための方法は多様であり得る。企業間関係の特徴をあらわす指標とイノベーションの実現
を示す指標との間に相関関係があるかどうかを、大量のサンプルをベースに統計的に検証
することも可能である。また、企業間システムの転換を論じるために、ある時期に機能し
たと思われる企業間システムと、その後の時期に台頭した企業間システムを比較する方法
や、ある産業における企業間システムの移り変わりを歴史的に検討する方法もありうる。
われわれが本研究で採用したのは、企業間システムが注目されるいくつかの産業と分野
について、国際比較を行う方法であった。つまり、日本企業がとりむすび企業間システム
の特質や変化の傾向を、同一産業・分野の他国企業と対比することで明らかにしようとし
たのである。この方法では、企業間システムの特質を比較対象との関係で具体的にとらえ
やすいので、定性的研究の方法として有効であると考えられる。日本と他国の相違は、先
進性や後進性という、発展線上に位置づけられる場合もあれば、それぞれの独自性として
位置づけられる場合もある。もちろんこの方法にも欠点はあり、例えば比較基準の選択が
慈意的になりやすいという弱点が存在することは自覚している。
対象として、繊維産業の産地、産学連携システム、鉄鋼業、自動車産業を選定した。前
2着は、ともに地域における企業間・組織間連携システムである。ただし、繊維産業はい
ったん比較優位を失った産地のシステムが刷新・再生を求めるケースであり、比較対象は
尾州とプラートである。産学連携システムは新産業創出のためにシステムが構築されるケ
ースである。比較対象は日本、アメリカ、中国である。後2着は大企業を中心として取り
結ばれる企業間システムである。このうち鉄鋼業は東アジアの大企業間の比較という形で、
自動車産業は日中合弁企業と中国の民族系企業の比較という形で分析される。
なお、機械工業におけるメーカーと部品サプライヤの事例を取り扱えなかったのは本研
究の限界である。他日を期したい。
4　システムと競争優位をめぐる理論的論点
本研究では、企業間システムがイノベーションを促進する機能に注目したが、実証分析
を行っていくうちに、日本企業が既に持っている優位性を発揮する形態としての企業間シ
ステムも重祝せざるを得なくなった。そこでやや視野を広げて、競争優位とシステムの関
係をどのようにとらえるかを検討した。その際、重視した理論的論点は以下のものであっ
た。
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第一の論点は、優位性と企業間システムの関係である。企業間システムのイノベーショ
ン促進機能を検証するというのは、いわばシステムの優位性を検証することである。その
一方、優位性は最終的には企業の優位性となって発揮されるはずであるから、両者の関係
をどのようにとらえるべきかが問題である。
まず、複数主体がかかわるシステムを通して企業の優位性が創出されるという関係があ
り得る。これは、システムにおける相互作用が直接にイノベーションを生み出す行動とな
るため、イノベーション研究にとっては中心的な対象であろう。システムの作用と企業の
優位性との関係が直接的であるため、システムの優位性が企業の優位性を生み出すと言っ
てよい。このような場合に企業間システムをイノベーション・システムとして語ることが
できる（企業間システム→イノベーション→企業の優位性）。ポーターの国の競争優位論や
各種のクラスター論などが示す関係はこれである（Porter【1990】［1998】）。第1章の繊維産地
のケースや、第2章、第3章の産学連携システムのケースが、こうしたシステムの存在を
検証している。第4章が取り上げる鉄鋼企業と自動車企業の関係も、少数の主体間の関係
ではあるがここに該当する。
次に、企業間システムが中核企業による企業行動を促し、その企業行動によって優位性
が創出されるという関係もあり得る。競争や提携が大企業の研究開発投資や設備投資を刺
激してイノベーションに至るような場合である。この場合、イノベーションは直接的には
中核企業の企業内システムと企業行動によって生成する。したがって、企業間システムの
優位性はあるものの、企業の優位性との関係は間接的である。その中間では、チャンドラ
ーが主張するように、大企業が必要な投資を継続することが独自の意味を持つのである
（Chandler【1990］［1994】）（企業間システム→企業内システム→イノベーション→企業の優
位性）。第4章や第5章が取り上げる鉄鋼企業の投資競争や中国の自動車産業の競争力問題
は、こうした観点から分析できるものである。
さらに、システムがイノベーションを刺激するのとは逆に、中核企業が事前に優位性を
保持していて、それが企業間システムを通して発揮・活用されることでイノベーションが
生じるという関係もあり得る。古典的研究では、所有優位性の発揮として直接投資をとら
える多国籍企業論などはこの関係を強調していると言えよう（Hymer【1976］、
Dunningl1993］）。ここでは企業間システムの役割は、もともと存在する企業の優位性を適
格に発揮させるというものであり、それはそれで意味はあるが、どちらかというと受動的
なものにとどまる（企業の優位性一→企業間システムー→イノベーション）。たとえば第4章や
第5章では、日本メーカーが持つ優位性が、中国メーカーとの合弁企業において発揮され
るという関係が取り上げられている。
第二の論点は、企業間システムの優位性と規模の経済性の関係である。システムの研究
は、当然であるが連関、しくみに注目するものである。本研究でもその視点は貫かれてい
るが、同時にシステムの優位性が規模の経済性と関係を持っていることが明らかにされて
13
いる。
まず企業間システム（ないしネットワーク）の拡大が、ネットワーク外部性を生じさせ
ることによってさらにシステムを拡大させるという累進的再強化が生じる場合である。こ
の場合、当初にシステムの優位性がある程度発揮されれば、続いて先行者の利益が生じて
他システムに対する優位性が再強化され、それが再び先行者の利益を生み出すという具合
に、優位性が累進的に再強化されるのである。これは経済地理学でとりあげられる論理で
あるが、第1章から第3章が取り扱う、産業集積の発達を通した地域間競争の論理の一部
をなしている2。
次に、規模の経済性による大規模生産の優位が、企業間システムの優位の前提条件とな
っている場合である。例えば、第4章における鉄鋼企業と自動車企業の長期継続取引の存
立や、第5章における自動車多国籍企業の合弁会社における開発の現地化は、いずれも一
定の取引規模を必要条件としている。
第三の論点は、システムの優位性が論じられる場合に、その成果を享受できる範囲の社
会的な広がりはどれくらいのものかということである。
産地や産学連携を取り扱う地域産業集積論においては、取引相手を見つけ、交渉し、契
約遂行を管理する取引費用の削減、生産に不可欠の輸送費やコミュニケーションコストを
節約するという意味での規模の経済性、企業間の競争と協調によるイノベーションの刺激
などの集積効果が期待される。これらが集積を拡大させるが、集積が拡大すると、今度は
そのこと自体によって集積の優位性が強化されるというネットワーク外部性が作用する。
こうした優位性の累進的強化によって地域経済が急速に活性化する可能性もある。逆に、
いったん衰退し始めた集積は累進的に衰弱するおそれがある。第1章から第3章の産地論、
産学連携論でこれらが対象となっていることは言うまでもない。
一方、大企業の場合、システムの優位性が直接的であるのは、取引先との関係からイノ
ベーションが生じる場合であろう。残念ながら本研究で事例を取り扱えなかったが、大企
業が中心となって部品メーカーや関連産業の集積が形成される場合は、前段で扱った地域
産業集積としての外部効果がある。また、第4章が扱う鉄鋼メーカーと自動車メーカーの
ように、取引関係にある大企業の双方がグローバルに展開することで、イノベーションを
刺激し合う関係が広域に広がっていくという効果もあり得る。さらに第5章が論じるよう
に、外資企業から合弁企業に移転された技術がホスト国経済にスピルオーバーしていく効
果も重要である。
地域産業集積であっても大企業をめぐる企業間関係であっても、イノベーションに対す
2もっとも、この論理の範囲内では、優れた技術を生み出すなどの厳密な意味での「優れた性質」が
なくても、先行してシステムの規模が拡大すれば競争に勝利することがある。この意味で、「優位
性」が何を指すのかについては議論の余地がある。
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る有効な作用は認められる。しかし、どちらかと言えば地域産業集積の方が、企業間シス
テムの作用が直接的になりやすい。また政策論的に言えば、最初は小規模であっても優れ
たシステムを構築してあるところまで成長させれば、あとは累進的再強化によって発展す
る可能性を秘めている。これに対して大企業を取り巻く企業間システムは、その作用が間
接的または受動的になりやすい。また政策論的には、資金を初めとする経営資源を大量投
入することが必要条件となるのである。
各章では、以上の理論的論点を意識しつつ、対象の固有性に即した検討を行っている。
ⅠlI　本報告霊の構成
1章別構成
第1章では、大田康博が繊維産業と産地の日伊比較を行う。欧米からの流行情報に追随
してきた日本の繊維・アパレル産業は、1970年代から輸出競争力を失い、国内市場に依存
しつつ存続してきた。しかし、プラザ合意以降、大規模アパレル企業や海外企業が、流行
変化への対応力をもったグローバル製販連携を進めた結果、日本製品への需要は急減し、
素材（織物）生産者と生地問屋・アパレル企業との協調関係は失われた。このため、織物
企業では開発・生産・販売ネットワークを再構築する必要が生じている。そこでの課題を
日伊比較によって解明することが課題である。
第2章では、福嶋路が産学連携制度の形成プロセスの日米比較をおこなう。知識社会と
いわれる今日において、企業も研究開発の自前主義に限界を感じ、大学をイノベーション
の源泉とみなすようになっている。しかし、大学と企業をつなぐ組織としてのTLOという
産学連携の仕組みが、日本では必ずしもうまく機能しているとは言えない。その理由を、
日米のTLO制度の成立過程をたどることによって明らかにする。
第3章では、前章を補足する参照事例として、王蕾が中国における大学サイエンスパー
クの分析を行う。近年、中国において大学サイエンスパークは産学官連携の重要な一部と
なっており、大学の科学技術の成果の転換基盤としての重要な役割を果たしている。とく
に初めてのハイテク試験地域である中関村は各種の優遇政策を享受しており、沢山のハイ
テク企業、大学、研究所、仲介機関、金融機関、政府機関が集積している。中関村を例と
して、大学サイエンスパークがいかなる比較優位と問題点を持っているかについて分析を
行う。
第4章では、川端望が日本を含む東アジア鉄鋼企業の比較分析を行う。銑鋼一貫システ
ムと研究開発への投資、自動車企業との継続的関係を通した高級鋼材の供給体制整備が銑
鋼一貫企業の競争の焦点であり、民営化・株式化が競争的行動を促進している。そして、
全体として、東アジア鉄鋼企業の発展をもたらした主要な原動力は、生産システムを構築
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しグレードアップする投資であるとする。また、この競争の中で、日本の一貫企業は現時
点では競争の先頭を走っているが、POSCO、宝錦などがキャッチアップしていることをい
くつかの指標によって示す。
第5章では王保林が中国の自動車産業の技術進歩における外国資本の役割を民族系企業
と比較しながら分析する。中国自動車産業の技術進歩の遅れは、日本資本を含む外国資本
に対する依存によるものであるという意見に対して、自動車の産業政策の失敗や、国内市
場のニーズの特徴などの影響が最も大きいこと、多国籍企業の中国子会社は中国の自動車
産業の成長に寄与しているだけではなく、労働生産性、製造品質、設計品質の向上にも貢
献していることを示す。そして、競争的環境と合弁企業からの技術拡散を通して、自動車
産業の競争力強化が展望できることを示す。
2　本研究の結果
本研究の成果の詳細は各章で、対象の固有性に即して表現されているが、総括的に言え
ば以下の点が明らかになったと考えられる。
日本の鉄鋼企業は、現時点では生産システム構築競争の先頭にあるし、自動車産業との
協力関係は優位性の源泉となるとともに、さらなるシステム高度化を促している。自動車
企業は日中合弁企業を活用して開発能力の蓄積を活かし、中国市場に浸透している。いず
れも、従来から優位を保っていた分野で、激しくなるグローバル競争に刺激されながら開
発・生産システムを一部リファインし、競争力の維持ないし強化に成功していると言える
だろう。しかし、鉄鋼業では、他国の有力企業も確実にキャッチアップしつつあり、日本
企業との距離は、開くよりは縮まる傾向にあるし、自動車産業でも中国企業は生産台数を
着実に伸ばしている。
一方、繊維産業における産地の刷新・再生という、19g0年代から深刻化していた課題は、
未だに解決されていない。産業の縮小が止まっていないのである。しかし、先進的な企業
が、多品種・′トロット対応のみならず、グローバル・ビジネスに向けて、支援機関とも連
携した新たな対応をとっていることは注目される。再生へ向けた方向と形は見えてきたと
言ってよい。
産学連携システムを通したベンチャー企業の創出についても道半ばである。産学連携の
フォーマルな制度が急速に構築されたことは評価できる。しかし、組織間関係が競争に刺
激された創造的営為の結果ではなく行政的措置にしたがった編成であるために、TLOと知
的財産本部のそれぞれの役割の不明確化のような非効率が生じている。器は構築されたが、
中身を盛るのはこれからであろう。
日本企業をとりまく企業間システムは、従来から大企業の優位が保たれている領域では、
マイナー・チェンジにより活力を維持している。システムの機能不全が明確な領域では、
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転換は進んでいるものの、地域経済活性化に必要な速度に達していない。新規システムの
創出が必要な領域では、形式的な制度は急速に構築されたものの、十分に機能してはいな
い。これが本研究の結論である。
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